
（参考） 我が国経済社会の構造変化に関する諸データや 

有識者からのヒアリングの概要 

Ⅰ．データから見えてくる我が国経済社会の構造変化の概要 

（１）少子化の進展とその要因 ～未婚化、晩婚化、晩産化～ 

  ○ 我が国の合計特殊出生率1は、1947～1949 年の第１次ベビーブームにおいて

は４を超えていたが、1950 年以降急激に低下し、1957 年には 2.04 となった。

その後、1970 年代半ばまで人口置換水準2近辺で推移したが、1974 年に再び人

口置換水準を下回ると、2000 年代にかけてほぼ一貫して低下した。2005 年の

1.26 を底として、足下では上昇傾向にあり、2014 年には 1.42 となっているも

のの、人口置換水準を下回る水準が続いている。＜資料１－１＞ 

  ○ 出生数は、第１次ベビーブームにおいて 260 万人を超えていたが、その後、

1950 年代後半にかけて大きく減少し、200 万人を割り込んだ。1970 年代にかけ

ては増加に転じ、第２次ベビーブーム（1971～1974 年）の際は 200 万人を再び

回復した。しかしながら、これを境に、その後はほぼ一貫して減少を続け、2014

年には 100 万人にまで減少している。 

  ○ こうした 1970 年代以降の出生数の減少・合計特殊出生率の低下は、親とな

る年齢層の人口減少に加え、結婚行動や夫婦出生行動の変化が影響しているも

のと考えられる。即ち、未婚化・晩婚化により結婚する者の割合が縮小すると

ともに、晩婚化や晩産化もあり夫婦が持つ子どもの数が減少しており、これが

出生数の減少・合計特殊出生率の低下につながっている。 

    これら未婚化、晩婚化、晩産化などの実態を具体的に見ていく。 

未婚率は、男性は 1980 年代以降、女性は 1990 年代以降大きく上昇し

ている。例えば、男性の生涯未婚率3は、1960 年に 1.3％だったのが、

1 「合計特殊出生率」とは、15～49 歳の女子の年齢別出生率を合計したもので、一人の女子が仮

にその年次の年齢別出生率で一生の間に子どもを生むとしたときの子ども数に相当する。 
2 「人口置換水準」とは、母親世代の女性が等しい数の娘世代の女性を産み残すための出生の水

準であり、人口規模を維持するのに必要な水準（静止粗再生産率）。人口置換水準は死亡率等に

よって変動し、我が国では、1947 年以降総じて低下傾向にあり、2013 年においては 2.07。 
3 「生涯未婚率」とは、50 歳時の未婚率であり、45～49歳と 50～54 歳の未婚率の単純平均によ

り算出。 

１．人口構造の変化 
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2010 年においては２割を超えており、未婚化が進んでいる。＜資料１

－２＞ 

 1960 年  2010 年 

男性（30～34 歳） ： 9.9％ → 47.3％ 

男性（45～49 歳） ： 1.4％ → 22.5％ 

男性（生涯未婚率）： 1.3％ → 20.1％ 

女性（30～34 歳） ： 9.4％ → 34.5％ 

女性（45～49 歳） ： 2.1％ → 12.6％ 

女性（生涯未婚率）： 1.9％ → 10.6％ 

平均初婚年齢は、1970 年代以降、男女ともに上昇傾向にあるが、1990

年代半ば以降、その上昇ペースは速まっている。2014 年においては男

性の平均初婚年齢が 31 歳超となるなど、晩婚化が進んでいる。＜資料

１－３＞ 

 1960 年  2014 年 

男性： 27.2 歳 → 31.1 歳 

女性： 24.4 歳 → 29.4 歳 

独身でいる理由を見ると、結婚できない理由として、「適当な相手にま

だめぐり会わない」に続いて、「結婚資金が足りない」を挙げる者が多

く、近年、特に男性において、その割合が増えている（1992 年 20.6％

→2010 年 25.4％）。＜資料１－４＞ 

なお、20～30 歳代の男性について年収別の婚姻状況を見ると、年収が

300 万円未満の場合、20 歳代・30 歳代ともに既婚率が 10％を下回り、

年収 300 万円以上の既婚率（25～40％弱）と比較して、大きな開きが

ある4。また、結婚生活をスタートさせるに当たり必要だと思う夫婦の

年収については、20～30 歳代の９割以上が「年収 300 万円以上」と回

答している。＜資料１－５＞ 

平均出産年齢は、1970 年代以降上昇傾向にあり、晩産化が進んでいる。

特に、第１子の平均出産年齢を見ると、近年、晩産化のペースが速ま

4 内閣府「結婚・家族形成に関する調査報告書」（平成 22年度）。なお、同調査は、「既婚者」を

比較対象に、「未婚者」の結婚や家族形成についての意識や状況を分析・検討することを目的と

しており、20～30 歳代の「未婚者」と同年代の「結婚３年以内の既婚者」のみを調査対象とし

ている。 
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っており、2014年においては30歳を超えている（1960年25.4歳→2014

年 30.6 歳）。＜資料１－６＞ 

夫婦が理想とする子どもの数や予定する子どもの数を見ると、1990 年

頃を境に減少してきているとはいえ、ともに２人以上で推移している。

他方、実際の子どもの数は２人未満で推移しており、希望と現実に乖

離が見られる。 

理想の子どもの数を持たない理由として、「子育てや教育にお金がかか

りすぎるから」を挙げる者の割合が最も多く、1982 年と比較すると、

その割合は増えている（1982 年 46.3％→2010 年 60.4％）。また、雇用

形態別に結婚・出産の状況を見てみると、非正社員は、正社員と比較

して結婚している割合が低い。希望する子どもの数、実際の子どもの

数は、男女双方が正社員の場合に最も多く、希望する子どもの数と実

際の子どもの数の乖離は、特に男性が非正社員の場合に大きくなって

いる。＜資料１－７、８＞ 

  ○ このように、経済的な要因が結婚行動や夫婦出生行動に影響を与えている可

能性がうかがわれる。後述する若年層の雇用・所得環境の厳しさが、未婚化、

晩婚化、晩産化、実際の子どもの数の減少などを通じて、少子化に影響を与え

ているものと考えられる。 

（２）総人口・生産年齢人口の減少 ～「人口減少社会」に突入～ 

  ○ 戦後、日本の総人口は増加を続けてきたが、2008 年の 12,808 万人をピーク

として減少に転じ、日本は「人口減少社会」に突入した。総人口の減少傾向は

今後も長期にわたって続き、2065 年には 8,136 万人にまで減少することが見込

まれている5。＜資料１－９＞ 

  ○ 社会の「稼ぎ手」・「支え手」である生産年齢人口（15～64 歳）は、総人口の

ピークに先駆けて 1995 年にピークを迎え、2000 年代以降、ペースを速めなが

ら減少している。2065 年には、ピーク時の 8,717 万人と比べて半減となる、

4,113 万人にまで減少することが見込まれている 5。生産年齢人口の減少は、潜

在成長力への下押し圧力となり得る。 

5 国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成 24年 1月推計）：出生中位・死亡

中位」。 
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  ○ 地域別の人口を見ると、自然増減の要因である合計特殊出生率では、近年、

一貫して、最高が沖縄県、最低が東京都となっている。他方、社会増減の状況

として三大都市圏の転入・転出超過数を見ると、1960 年頃（高度経済成長期）

においては、三大都市圏とも大きく転入超過となっていたが、その後は東京圏

のみ大きく転入超過となっている。人口変化（1995 年→2014 年）については、

全国的に政令市等の規模が大きい団体で人口が増加し、一般市（政令市、中核

市及び特例市以外の市）や町村で人口が減少している傾向がある。＜資料１－

10～12＞ 

（３）生産年齢人口割合の低下と高齢化率の上昇 

～「超高齢社会」、「人口オーナス期」に突入～

  ○ 生産年齢人口が総人口に占める割合（生産年齢人口割合）は、1950 年代から

1970 年代にかけて上昇した後、一旦低下し、1990 年代にかけて再び上昇に転

じた。しかし、1990 年代前半をピークに再び低下を始め、今後も、そのペース

を緩めながらもほぼ一貫して低下を続けることが見込まれている（1990 年代前

半 70％弱→2065 年 50％程度）。＜資料１－13＞ 

  ○ 他方、65 歳以上人口が総人口に占める割合（高齢化率）は、1950 年代以降、

一貫して上昇し、2010 年には 23％に達した。今後も継続して上昇することが

見込まれており、2065 年には 40％を超える見込みである。 

  ○ 生産年齢人口割合が上昇し、いわゆる「人口ボーナス期」であった 1950 年

代から 1970 年代にかけては、高度経済成長を遂げた時代でもあった。他方、

1990 年代半ば以降は、生産年齢人口割合が低下する、いわゆる「人口オーナス

期」に突入しており、現役世代により負担がかかっていくおそれがある。 

（４）経済循環構造の変化 ～稼ぎ手が減少する中で～ 

  ○ 賃金・俸給総額は、1990 年代後半まで増加した後、生産年齢人口が減少する

中で、趨勢として減少傾向にある。家計の可処分所得についても、1990 年代を

境に趨勢として減少傾向にあるが、その減少幅は賃金・俸給総額ほどではない。

年金給付等の社会給付が家計の可処分所得を下支えする形となっている。また、

家計最終消費支出については、1990 年代後半まで増加した後、家計貯蓄の減少

（取り崩し）もあり、微増で推移している。＜資料１－14～16＞ 
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 1980 年  1995 年  2013 年（対 1995 年） 

賃金等     ： 164 兆円 → 310 兆円 → 285 兆円（▲26 兆円） 

 うち賃金・俸給 ： 116 兆円 → 232 兆円 → 207 兆円 （▲25兆円） 

可処分所得   ： 157 兆円 → 302 兆円 → 288 兆円（▲14 兆円） 

家計最終消費支出： 130 兆円 → 273 兆円 → 286 兆円（＋13 兆円） 

貯蓄（純）   ： 28 兆円 → 32 兆円 → ▲0兆円（▲33 兆円） 

  ○ このように、現在の経済循環は、「稼ぎ手」である生産年齢人口の減少など

に伴い賃金・俸給総額が減少する中、年金給付等の社会給付と家計貯蓄の減少

によって、家計の最終消費支出が下支えされるという脆弱な構造となっている。

また、家計貯蓄の減少は、将来の資本ストックの成長を阻害する可能性がある。 

（１）グローバル化・ＩＣＴ化の加速・深化 

  ○ 世界の商品・サービスの輸出額（対ＧＤＰ比）は、1990 年代以降増加傾向に

あり、特に 2000 年代に増加ペースが加速し、1980 年代の 20％弱から、2013

年には 30％近くにまで上昇している。また、世界の対外直接投資残高（対ＧＤ

Ｐ比）は、1980 年代以降増加傾向にあるが、特に 1990 年代後半と 2000 年代半

ばにおいて増加ペースが加速し、1980 年の５％弱から、2014 年には 30％を超

える水準にまで上昇しており、グローバル化の加速・深化が進行している。＜

資料２－１＞ 

  ○ 日本に限って見ても、貿易（輸出入合計額の対ＧＤＰ比）、サービス貿易（受

取支払合計額の対ＧＤＰ比）、対外・対内直接投資残高（対ＧＤＰ比）のいず

れをとってみても、1980 年代と比べて大幅に増加しており、同様にグローバル

化の加速・深化が見て取れる。＜資料２－２、３＞ 

  ○ また、インターネットやスマートフォンの普及など、ＩＣＴ化も近年急速に

進んでいる。インターネットは、この 10 年あまりで地球的規模で急速に浸透

し、世界のインターネット人口は、2001 年の５億人から、2015 年には 32 億人

近くとなる見通しである。世界のスマートフォンのユーザー数も、近年、急速

に増加し、2017 年には 25 億人となり、全携帯ユーザーの５割近くにまで達す

ると見込まれている。＜資料２－４＞ 

２．経済・産業構造の変化 
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（２）グローバル化に伴う競争の激化と経済のサービス化の進展 

  ○ 上に述べたようなグローバル化の加速・深化に伴い、企業間・地域間競争が

激化している。また、産業別のＧＤＰ構成比・就業者割合は、ともに、第１次、

第２次産業が減少傾向にある一方、第３次産業が大幅に増加しており、産業構

造・就業構造のサービス化が進展している。＜資料２－５、６＞ 

第３次産業の産業別ＧＤＰ構成比 ： 1975 年 55.9％ → 2013 年 74.3％

第３次産業の産業別就業者構成割合： 52.1％ → 2010 年 72.2％

  ○ 次のデータに示されるように、こうした経済のグローバル化に伴うアジアの

新興国などとの市場競争の激化や、サービス業の拡大が、労働者側のニーズ（４．

参照）とも相俟って、非正規雇用比率を上昇させたと考えられる。 

産業別に正規雇用・非正規雇用の割合の変化（1997 年→2012 年）を見

てみると、サービス業を中心として、製造業も含む全ての産業におい

て非正規雇用の割合が上昇している。＜資料２－７＞ 

企業が非正規雇用を活用する理由として、グローバル競争の激化等を

背景に「人件費の節約」を挙げる企業が最も多い。なお、「仕事の繁閑

に対応」や「景気変動の雇用調整に備える」がこれに続くほか、「高齢

者雇用への対応」を挙げる企業も増えている。＜資料２－８＞ 

（１）家族類型の多様化・小規模化 ～一人世帯の主流化～ 

  ○ 1970 年代に「高齢者がいる世帯」の５割以上を占めていた「三世代世帯」は、

その後一貫して割合を減らし、代わりに 1980 年代にかけて、いわゆる戦後の

「標準モデル世帯」ともいえる「夫婦と子供世帯」が増加した。1990 年頃にな

ると、少子化や高齢化、未婚化や晩婚化などを背景に、「夫婦と子供世帯」は

減少し、高齢者を含む「一人世帯」や「夫婦のみの世帯」、「ひとり親と子供世

帯」が増加した。2010 年には、「一人世帯」が「夫婦と子供世帯」を抜いて世

帯数の最も多い類型となり、家族類型の「多様化」に加えて、「小規模化」が

進んできている。＜資料３－１、２＞ 

３．家族の変化 
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（単位：世帯） 1970 年  1995 年  2010 年 

夫婦と子供世帯  ： 1,247 万 
（41.2％） 

→ 1,501 万 
（34.2％） 

→ 1,444 万 
（27.9％） 

一人世帯     ： 614 万 
（20.3％） 

→ 1,124 万 
（25.6％） 

→ 1,678 万 
（32.4％） 

夫婦のみの世帯  ： 297 万 
（9.8％） 

→ 761 万 
（17.3％） 

→ 1,024 万 
（19.8％） 

ひとり親と子供世帯： 174 万 
（5.8％） 

→ 308 万 
（7.0％） 

→ 452 万 
（8.7％） 

※括弧書きは割合。 

  ○ 次に、世帯主が高齢者（65 歳以上）の世帯の家族類型について詳しく見てい

く。 

高齢化を背景に高齢者世帯の数が増加する中で、「一人世帯」の増加が

著しく（1980 年 88 万世帯（20.4％）→2010 年 479 万世帯（30.0％））、

特に都市部で増加率が高い傾向にある。また、1980 年代と比べると、

「夫婦のみの世帯」や「夫婦と子供世帯」もその割合を増やしている。

＜資料３－３、４＞ 

高齢者の「一人世帯」を男女別で見ると、女性による「一人世帯」が

高齢者の「一人世帯」の７割を占める。高齢者の「一人世帯」の配偶

関係については、男女ともに「死別」が大宗を占めるが、「未婚」や「離

別」の割合も上昇傾向にある。特に男性においてその傾向が顕著であ

り、「死別」の割合が 1980 年の 66.6％から 2010 年には 42.3％まで低

下する一方、「未婚」は5.6％から20.0％に、「離別」は12.6％から22.0％

にそれぞれ上昇している。＜資料３－５＞ 

高齢者の子どもとの関係に係る意識調査を見てみると、将来子どもと

同居する意向を持つ高齢者の割合は、現在、子どもと同居している、

別居しているにかかわらず、1995 年から減少している。また、老後に

おける子や孫との付き合い方について、より密度の薄い付き合い方で

良いと考える高齢者の割合が増えている。こうした高齢者の意識の変

化が、その世帯類型の変化にも影響を与えていると考えられる。＜資

料３－６＞ 
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他方、高齢者世帯における「夫婦と子供世帯」の割合の増加は、主に

「親と成人した未婚の子」という世帯の増加によるものと考えられる。

その背景には、未婚化や晩婚化の進展に加え、親と同居する未婚者は

失業率が高いことなどから経済的な要因があると考えられる。＜資料

３－７＞ 

  ○ 世帯主が若年層（30 歳未満）の世帯を見てみると、2000 年頃を境として、

世帯数が減少している（2000 年 601 万世帯→2010 年 483 万世帯）。その背景に

は、少子化による若年層の人口減のほか、経済的な要因などから親と同居する

未婚者の割合が増えていることがあるものと考えられる。＜資料３－７、８＞ 

    また、世帯類型については、未婚化・晩婚化・晩産化などにより「夫婦のみ

の世帯」や「夫婦と子供世帯」の割合が低下し、若年世帯の４分の３が「一人

世帯」となるなど、小規模化が進んでいる。 

（２）共働き世帯数の増加と女性を取り巻く環境 

 ～女性による就労の拡大、非正規雇用を中心に～ 

  ○ 共働き世帯数は年々増加している。男性雇用者がいる世帯に占める共働き世

帯の割合は、1980 年には 36％であったが、1990 年代に入ると、共働き世帯数

と専業主婦世帯数が拮抗し、1997 年以降は共働き世帯数が専業主婦世帯数を逆

転した。2000 年代に入ると、この傾向はますます鮮明となり、2014 年には、

共働き世帯の割合は 60％にまで上昇した。＜資料３－９＞ 

  ○ これは女性の労働力率6にも表れている。女性の労働力率は、1970 年代半ば

にかけて低下した後は上昇傾向にあり、いわゆる「Ｍ字カーブ」は緩やかにな

りつつある。また、結婚前に就業していた女性のうち、結婚後も就業を継続す

る女性の割合は増加傾向にある。＜資料３－10、11＞ 

  ○ 共働き世帯の就業形態を見てみると、「夫フルタイム・妻フルタイム」の世

帯数は 1990 年代をピークに減少傾向にある一方、「夫フルタイム・妻パートタ

イム」の世帯数が増加し、2000 年代以降は「夫フルタイム・妻フルタイム」の

世帯数を上回って推移している。また、1990 年代以降、女性の正規雇用者数が

ほぼ横ばいで推移する中、女性の非正規雇用者数が増加しており、女性による

6 労働力率とは、15歳以上人口に占める労働力人口（就業者＋完全失業者）の割合。女性の労働

力率は、結婚・出産期に当たる年代に一旦低下し、育児が落ち着いた時期に再び上昇するという、

いわゆる「Ｍ字カーブ」を描くことが知られている。 
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就労の拡大は非正規雇用が中心となっている。その一因として、家事や育児の

負担が妻に偏っていることが考えられる。＜資料３－12～14＞ 

  ○ 共働き世帯について、夫の所得階級別に妻の所得分布を見ると、総じて、妻

の所得は半分以上が150万円未満に分布している。その背景には、女性の場合、

家事や育児をしながら働かなくてはならないケースがあるということもあろ

うが、女性パートタイム労働者の４人に１人が就業調整をしている実態7を踏ま

えると、制度的な要因や心理的な要因も影響しているものと考えられる。＜資

料３－15＞ 

  ○ なお、先に見たように、今後も生産年齢人口の減少が続くと見込まれる中で

は、労働力の確保が課題となる。非労働力人口となっている女性、即ち子育て

等により就業を諦めている女性のうち、可能であれば就業したいと考えている

女性が約 300 万人8いることを踏まえると、女性の就労の更なる拡大が重要とな

る。＜資料３－10＞ 

（１）就業構造の変化 ～女性・高齢者による就労の拡大と「雇用者化」の進展～ 

  ○ 1990 年代にかけて、生産年齢人口が増加する中で就業者数も増加した。他方、

1995 年をピークに生産年齢人口が減少を始めると、就業者数も減少傾向に転じ

た。ただし、生産年齢人口の減少幅（▲893 万人）に比べ、就業者数の減少幅

は小さく（▲106 万人）、女性や高齢者による就労の拡大が労働供給を下支えし

ている。＜資料４－１～４、資料３－10＞ 

1955 年  1995 年  2014 年 
（対 1995 年） 

生産年齢人口9： 5,517 万人 → 8,697 万人 → 7,804 万人 
（▲893 万人） 

就業者数  ： 4,090 万人 → 6,457 万人 → 6,351 万人 
（▲106 万人）

7 （独）労働政策研究・研修機構「短時間労働者実態調査」（平成 22 年）。 
8 15 歳以上の女性に占める、可能であれば就業したいと考えている女性の割合と、実際の就業者

の割合の差は、都市部で大きくなっている。＜資料３－16＞ 
9 1955 年は総務省「国勢調査」、1995 年及び 2014 年は総務省「労働力調査（基本集計）」。 

４．働き方の変化 
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  ○ 就業者の内訳を見ると、1955 年当時は、自営業主等（自営業主＋家族従業者）

の数が雇用者数を上回っていたが、その後、自営業主等の数は減少し、一方で、

雇用者数は 1990 年代にかけて大きく増加した後も増加傾向を維持しており、

「雇用者化」が進展している。特に女性の場合、1955 年頃は家族従業者数が女

性就業者数の半分以上を占めていたが、大幅に減少し（1955 年 902 万人→2014

年 136 万人）、代わりに雇用者数が大きく増加しており（同 531 万人→同 2,436

万人）、「雇用者化」の進展が顕著に見られる。 

1955 年  1995 年  2014 年10

（対 1995 年） 

雇用者数   ： 1,778 万人 → 5,263 万人 → 5,595 万人 
（＋332 万人） 

自営業主数  ：

＋家族従業者数 

2,312 万人 → 1,181 万人 → 724 万人 
（▲457 万人）

  ○ 雇用者が勤める企業等の従業者規模別に雇用者の分布を見てみると、1980

年代から 2012 年にかけて、非正規雇用を中心に、300 人以上の企業等に勤める

雇用者の割合が上昇している。一方で、従業者規模が 299 人以下の中小の企業

等に勤める雇用者の割合は、低下してきているとはいえ６割強となっており、

引き続き高い割合となっている。＜資料４－５＞ 

    また、役員については、近年、従業者が「１人」や「２～４人」の小規模企

業等の役員を務める者の割合が増加している。 

（２）「雇用者」の就労形態の変化 ～非正規雇用の増加・雇用の流動化～ 

  ○ 1980 年代以降、雇用者数が増加傾向にある中で、非正規雇用者数が大きく増

えており、非正規雇用比率は、1984 年の 15.3％から 2014 年には 37.4％にまで

上昇した。なお、2004 年から 2014 年にかけての非正規雇用者の増加数（398

万人）のうち、６割は 60 歳以上の男女による増加、３割は 59 歳以下の女性に

よる増加であるが、59 歳以下の男性においても非正規雇用者数が増加している。

＜資料４－６＞ 

  ○ 高齢者（65 歳以上）、女性、若年（25～34 歳）の男女それぞれで見ても、1990

年代と比べて、非正規雇用比率は上昇しているが、特に若年男性については、

人口減もあり雇用者数が減少傾向にある中で、非正規雇用者数が概ね増加傾向

にあり、非正規雇用者のうち、「正社員として働ける会社がなかった」とする、

いわゆる「不本意非正規」の割合は４割に上っている。＜資料４－７～10＞ 

10 雇用者数と自営業主等の数の合計人数は、就業形態不詳がいるため、就業者数と一致しない。 
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  ○ 非正規雇用者について、生活を賄う主な収入源を見てみると、男性について

は、「自分自身の収入」を主な収入源とする者が８割前後と大宗を占め、その

傾向は以前から変化はないが、「親の収入」を主な収入源とする者の割合が概

ね増加傾向にある（2003 年 7.7％→2014 年 12.0％）。女性の場合、「配偶者の

収入」を主な収入源とする者が６割程度で推移する一方、「自分自身の収入」

を主な収入源とする者も３割程度で推移している。＜資料４－11＞ 

  ○ 正規雇用者と非正規雇用者の賃金を比較すると、正規雇用者は長期雇用を前

提とした「年功賃金」により、勤続年数に応じて賃金が上昇するのに対し、非

正規雇用者は、年齢などによらない「横ばい型」の賃金体系となっている。特

に 39 歳以下の賃金を見てみると、正規雇用者の平均年収は、20 歳代前半で約

290 万円、20 歳代後半で約 360 万円、30 歳代前半で約 420 万円、30 歳代後半

で約 490 万円である一方、非正規雇用者の平均年収は、それぞれ約 220 万円、

約 240 万円、約 270 万円、約 280 万円となっており、正規雇用者に比べて概ね

６割程度の水準となっている（2014 年）。＜資料４－12＞ 

    また、賃金以外にも、非正規雇用者は、雇用期間が有期であったり、教育訓

練の機会が限られたりするなどの特徴が見られる。＜資料４－13＞ 

    このような非正規雇用者の特徴を踏まえると、世帯の主たる稼ぎ手が非正規

雇用者である場合には、貧困化のリスクが高まると考えられる。 

  ○ 他方で、2013 年以降は、特に 15～34 歳の年齢層において「非正規から正規」

への移行が「正規から非正規」への移行を上回って推移しており、足下では雇

用情勢の改善が見られる。＜資料４－14＞ 

  ○ また、近年では、正規・非正規の二項対立ではなく、働き方が無限定な正社

員に対して、職種や労働時間、勤務時間などが限定された「多様な正社員」制

度を導入する動きが見られる。2013 年においては、職種限定の正社員制度を導

入する企業は４割弱、労働時間限定や勤務地限定はそれぞれ２割程度に上って

いる。＜資料４－15＞ 

  ○ 一般労働者11の転職の動向を示す「転職入職率」12は、５～29 人規模の企業

では、1990 年代以降、長期的に低下傾向にあるものの、これらを含む中小企業

11 一般労働者とは、常用労働者のうち「パートタイム労働者」又は「短時間労働者」以外の者。 
12 一般労働者の転職入職率＝（一般労働者の転職入職者／１月１日現在の一般労働者数）×100。

転職入職者とは、入職者（調査対象期間中に事業所が新たに採用した者をいい、他企業からの出

向者・出向復帰者を含み、同一企業内の他事業所からの転入者を除く。）のうち、入職前１年間

に就業経験のある者。ただし、「内職」や１か月未満の就業は含まない。 
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は総じて 10％前後の高い水準で推移している。他方、1,000 人以上の大企業に

おける「転職入職率」は、1990 年代には４％を下回っていた時期もあったが、

その後上昇し、2000 年代半ば以降は６％程度で推移しており、一般労働者の雇

用の流動化が進んでいる。＜資料４－16＞ 

    転職入職者の賃金は、非正規雇用者の賃金に似て、年齢に応じて上昇する傾

向が弱いという特徴が見られる。＜資料４－17＞ 

  ○ なお、賃金分布の推移（男性労働者）を見てみると、足下では回復傾向にあ

るものの、下位層（第１十分位13）や中位数の賃金は 1990 年代と比べて低下傾

向にある。＜資料４－18＞ 

（３）自営業主像の変容 

～伝統的自営業の減少と「雇用的自営」の存在感の高まり～ 

  ○ 自営業主等（自営業主＋家族従業者）の数は、1955 年以降、ほぼ一貫して減

少傾向にあり、2014 年には、1955 年と比べて３分の１となる 724 万人にまで

減少している。その背景には、就業形態の「雇用者化」に加え、小規模事業者
14の法人化や自営業主の高齢化などがあると考えられる。＜資料４－19～21＞ 

  ○ 自営業主を職種別に見てみると、1980 年代以降、「農林漁業従事者」や「生

産工程従事者」、「小売・卸売店主」といった「伝統的自営業」の割合が減少す

る一方、「建築技術者」、「ＳＥ」、「保険代理人・外交員」など、使用従属性が

高く雇用者に近い、いわゆる「雇用的自営」の割合が増加しており、自営業主

像は 1980 年代と比べて大きく変容してきている。＜資料４－22＞ 

（１）若年層と高齢者の家計 ～低所得化が進む若年層、ばらつきのある高齢者～ 

  ○ 若年世帯と高齢者世帯を比べると、概して、若年世帯は収入、資産15ともに

少ない一方、高齢者世帯は、収入は若年世帯とほぼ同水準であるが、資産は多

13 第１十分位とは、賃金の低い者から高い者へと一列に並べて、低い者から数えて全体の 10 分の

１番目に該当する者。 
14 小規模事業者とは、常時雇用する従業員の数が 20人（商業又はサービス業は５人）以下の法人

又は個人業主。 
15 貯蓄現在高から負債現在高（住宅・土地のための負債を除く）を控除した純資産。実物資産・

貯蓄現在高と負債現在高ベースで比較しても、若年世帯の「純資産」が少なく、高齢者世帯の「純

資産」が多い傾向は同じである。 

５．家計・再分配の変化 
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い。高齢化が進む中で、資産を多く保有する高齢者世帯の割合が増加している。

＜資料５－１、２＞ 

  ○ 「二人以上の世帯」について、若年世帯16、壮年世帯17、高齢者世帯18におけ

る年間収入の分布の変化（1994 年→2009 年）を見てみると、若年世帯におい

ては、雇用・所得環境が厳しいことを背景に、世帯数分布が最も多い年間収入

階級（最頻値）が 400～500 万円から 300～400 万円に変化するとともに、400

万円未満の世帯割合が増加し、400 万円以上の世帯割合が減少しており、収入

が全体的に低下している。 

    他方、壮年世帯、高齢者世帯においては、世帯数分布が最も多い年間収入階

級は、それぞれ 600～800 万円、300～400 万円で変化は見られない。＜資料５

－３＞ 

  ○ 若年世帯と高齢者世帯における貯蓄現在高の分布については、1994 年から

2009 年にかけて、ともに大きな変化は見られない。若年世帯では貯蓄現在高

450 万円未満の世帯が８割近くを占め、貯蓄が少ない一方で、高齢者世帯では

3,000 万円以上の世帯が 23.9％いる一方、450 万円未満の世帯も 17.0％いるな

ど、ばらつきが大きい。＜資料５－４＞ 

  ○ 高齢者世帯における年間収入と貯蓄現在高の関係を見てみると、年間収入が

多い／少ない層ほど、貯蓄現在高が多い／少ない傾向にあり、2009 年において

は、年間収入 400 万円以上かつ貯蓄現在高 3,000 万円以上の世帯割合が 17.2％

である一方、年間収入300万円未満かつ貯蓄現在高450万円未満の割合も8.1％

であるなど、経済力に大きなばらつきがあることが確認できる。なお、1994

年と比較しても、分布の構造に大きな変化は見られない。＜資料５－５＞ 

  ○ 高齢者世帯について、年間収入階級別に、主な年間収入ごとの世帯分布を見

てみると、年間収入 600 万円未満では「公的年金・恩給」を主な収入とする世

帯が８～９割を占めるが、年間収入 600 万円以上では、「勤め先収入」や「家

賃・地代、利子・配当金」等を主な収入とする世帯の割合が増加する。＜資料

５－６＞ 

16 世帯主の年齢が 30歳未満。 
17 世帯主の年齢が 30～59 歳。 
18 高齢者夫婦世帯（夫 65歳以上、妻 60歳以上の夫婦のみの世帯）。 
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  ○ 次に、「一人世帯」について、若年世帯19、高齢者世帯20における年間収入の

分布の変化（1994 年→2009 年）を見てみると、若年一人世帯は、「二人以上の

世帯」と同様、収入が全体的に低下している21。 

    他方、高齢者一人世帯は、社会保障制度の充実などを背景に、年間収入 200

～300 万円の世帯割合が増加し、100 万円未満の世帯割合が減少している。 

    また、「一人世帯」の男女別に年間収入の分布を見ると、若年・高齢者とも

に、女性の方が収入が少ない傾向にある。＜資料５－７、８＞ 

  ○ 「一人世帯」の貯蓄現在高の分布の変化（1994 年→2009 年）は、若年一人

世帯においてはほとんど変化は見られず、貯蓄現在高 200 万円未満の世帯割合

が 75％程度となっており、引き続き貯蓄は少ない。 

高齢者一人世帯では、貯蓄現在高 1,500 万円以上の世帯割合が増え（26.9％

→33.0％）、次に世帯割合が多い 300 万円未満でもその割合が増加しており

（23.3％→25.7％）、貯蓄現在高のばらつきが顕著になっている。 

    なお、「一人世帯」の貯蓄現在高の分布を男女別に見ると、若年・高齢者と

もに、低貯蓄の世帯割合は女性より男性の方が高く、若年一人世帯においては、

貯蓄現在高 200 万円未満の世帯割合が男性では 80.2％であるのに対し、女性は

68.7％、高齢者一人世帯においては、300万円未満の世帯割合が男性では32.3％

であるのに対し、女性は 23.2％となっている。＜資料５－９、10＞ 

  ○ 最後に「ひとり親世帯」の年間収入の分布の変化（1994 年→2009 年）を見

てみると、世帯数分布が最も多い年間収入階級が 200～300 万円から 200 万円

未満に変化するなど、全体として収入の低下が見られる。また、貯蓄現在高の

分布の変化については、世帯数分布が最も多い貯蓄現在高階級が 450 万円未満

であることに変化はないが、その割合は 58.4％から 68.9％に増加しており、

貯蓄の減少が見られる。＜資料５－11＞ 

（２）ジニ係数と相対的貧困率 

～ジニ係数は若い世代内では微増、高齢世代内では低下～ 

  ○ 所得のジニ係数22は、統計によって水準にばらつきがあるものの、再分配後

の所得で見たジニ係数は、2000 年代前後以降、概ね横ばいで推移している。 

19 30 歳未満。 
20 1994 年については 60歳以上、2009 年については 65 歳以上。 
21 若年一人世帯において、年間収入 200 万円未満の世帯割合の増加が見られないが、これは、収

入が少ない若者は一人世帯を維持することができず、親元で暮らすことが多いことが一因である

と考えられる。＜資料３－５＞ 
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年齢別のジニ係数については、高齢世代は、勤労所得のある者とない者が混

在していること等により、構造的に若い世代より高いが、社会保障制度の充実

などにより、0.4 近かった 1970 年代・80 年代から大幅に低下し、0.3 強程度と

なっている。他方、若い世代については、0.2～0.25 の間で推移しているが、

1970 年代と比べて微増傾向にある。＜資料５－12～14＞ 

  ○ 相対的貧困率23は、所得のジニ係数と同様、統計によって水準にばらつきが

あるが、年間収入の少ない高齢者（特に単身高齢者）や母子家庭の増加などを

背景に、長期的な傾向としては概ね緩やかに上昇している。＜資料５－15＞ 

  ○ 資産のジニ係数は、所得のジニ係数に比べて高い傾向にある。住宅・宅地資

産のジニ係数は 1989 年以降低下傾向にある一方、貯蓄現在高のジニ係数は、

貯蓄現在高 200 万円未満の世帯割合が 1994 年と比べて増加傾向にあることな

どを背景に、漸増している。＜資料５－16、17＞ 

    なお、主要な資産の一つである土地の価格は、三大都市圏平均では上昇傾向

にある一方、地方圏では依然として下落が継続しているものの下落幅は縮小傾

向にある。＜資料５－18＞ 

（３）再分配面での課題 

～従来の再分配施策は現役世代から高齢世代への所得移転が中心～ 

  ○ 年齢階層別に、税・社会保障等を通じた受益と負担の構造を見てみると、現

役世代（20～59 歳）においてはネット負担超となっており、特に 20～39 歳に

おいては、1994 年と比べて 2015 年のネット負担が上昇している。他方、高齢

世代（60 歳以上）はネット受益超となっており、1994 年と比較しても変化は

見られない。＜資料５－19＞ 

  ○ 収入階層別の受益と負担の構造を見てみると、社会保険料等の負担により、

現役世代のうち、総収入 2,000 万円以下の世帯においては、税・社会保険料全

体の負担は総収入にかかわらず概ね同程度となっている。 

    また、現役世代については、総収入 400 万円以下の世帯においてのみ、ネッ

ト受益超となっている一方、高齢世代では、総収入 1,200 万円以下の世帯にお

いて、ネット受益超となっている。＜資料５－20＞ 

22 ジニ係数は、所得分配等における不平等度を表す指標で、０に近いほど所得分配等が均等であ

り、１に近いほど不均等であることを示している。 
23 相対的貧困率は、貧困線（等価可処分所得の中央値の半分の額）に満たない世帯員の割合であ

り、相対的に所得の低い層の比率を示している。 
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  ○ 金融資産保有状況別の受益と負担の構造については、現役世代では金融資産

残高にかかわらずネット負担超となっているのに対し、高齢世代では金融資産

残高にかかわらずネット受益超となっており、特に、資産残高が多い方が年金

等の受益が大きく、ネット受益超が大きい傾向にある。＜資料５－21＞ 
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